
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額
（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

別　紙

７.消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

うち、先駆的事業 -                       

206,525           

1,451,377           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

-                       -                     

77,982,647       

6,857,254           

-                       

5,976,272           

18,654,342         14,850,387         

206,525              

事業名（事業メニュー）

合計

都道府県 市町村 合計

-                       560,019              560,019           
１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業 29,426,471         35,402,743       

8,308,631         

-                       -                     

管内市町村決算（見込み）

210,939,952                                                              消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

37                    

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

77,982,647                                                                

77,982,647                                                                

134,698,863                                                              

％

37                                                                  

37                                                                  

％ ％

37                    ％

33,504,729       

26,288,516       51,694,131       

-                       -                       

76,241,089                                                                

-                     

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

都道府県決算（見込み）

支出等割合



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県

27,115,172

管内市町村 23

25

人

県 26

28,356

0

48

鹿児島市，鹿屋市，枕崎市，出水市，指宿市，垂水市，日置市，曽於市，霧島市，いちき串木野市，南さつま市，志布志市，奄美市，
南九州市，姶良市，さつま町，長島町，湧水町，大崎町，肝付町，瀬戸内町，天城町，伊仙町，与論町

対象人員数
（報酬引上げ）

13

人日

追加的総業務量（総時間）

5,976,272

対象人員数
（勤務時間、日数等の拡大）

鹿児島市，出水市，指宿市，薩摩川内市，日置市，曽於市，霧島市，いちき串木野市，志布志市，奄美市，姶良市，肝付町

管内市町村

人

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

13

人日

事業実施自治体

人

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

自治体参加型

法人募集型

人日

事業実施自治体

人日



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

2,385,000 27,714,958 28,082,000 25,697,000 - 23,903,516 

1,620,000 1,620,000 1,620,000 1,620,000

-

2,385,000 2,385,000 2,385,000

1,257,000 1,257,000 984,638 118,208

2,385,000

14,863,000 14,863,000 14,819,612 14,531,134

356,000 356,000 355,827 206,525

6,099,000 6,099,000 6,099,000 5,976,272

991,000 991,000 990,020 1,061,974

511,000 511,000 460,861 389,403

交付金等対象経費

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費
交付金等対象経費

事業者に対する景品表示法の普及啓発，違反事件等の調査

市町村相談員を対象とした研修の開催

2,385,000 

市町村の取組を支援するため，県消費生活相談員等の研修参加支援

県消費生活相談員の報酬引き上げ

県消費生活相談員による市町村相談員等への指導・助言

各種団体が実施する研修会への講師派遣，消費者教育・啓発に資す
る各種事業の実施

消費者団体の育成

市町村相談員等から弁護士に電話する体制の構築

事業経費

-
⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

- 

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

事業（実績）の概要

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

高度な専門性を必要とする案件の処理方針について，相談員が弁護士に直接相談し，助
言を受けることにより相談員の対応力の向上が図られた。

事業強化・機能強化の成果

市町村相談員等から弁護士に電話する体制の構築

年間研修総日数

年間研修総日数 人日

啓発イベント，講座，テレビCM等により，高齢者，若年者，また広く一般県民に消費生活に
関する知識の広報啓発を行うことができた。消費者教育のための研修を開催し，消費者教
育の推進を図った。

相談員の研修参加支援により，相談対応力の向上が図られた。

県内各地区で研修を行ったことにより，相談員の相談対応力の向上及び市町村間の連携の強化が図られた。また，相
談員としての法律・制度等の知識の習得により実務能力の向上が図られた。

消費者団体が一般消費者向けの講習会等を実施することにより，消費者団体の持つネット
ワークを活用した幅広い年代・地域を対象とした消費者教育を行うとともに，団体の活動促
進を図ることもできた。

各市町村を訪問し，相談対応の方法や，PIO-NETの操作方法の説明等を行い，相談窓口
の支援を行うことにより市町村相談窓口の相談対応力の向上が図られた。

事業者に対し，景品表示法等の食品表示に関する法令等について普及
啓発が図られた。

相談員の処遇改善が図られた。

人日

人

人日

相談員報酬，社会保険料（アップ分）

自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 研修参加に係る旅費

消費者団体による消費者啓発事業の外部委託

景品表示法（食品表示）の研修会開催に係る旅費，資料代等

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

事業計画

年間研修総日数

講師派遣に係る謝金，旅費及び資料代，広域対象講座に係る旅費及び資料代等，市町村支援のためのパンフレット作成，
消費者教育研修事業等

研修開催のための講師謝金，講師旅費，研修資料代，相談員養成講座実施委託料等

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

人

人

人日

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

対象経費（実績）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業 訪問支援に係る旅費

実地研修受入希望人数

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

年間研修総日数

法人募集型

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

研修参加・受入要望

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑯消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

研修参加・受入

実地研修受入人数



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

鹿屋市

18,522,000 

基金
（交付金相当分）

鹿児島市，鹿屋市，枕崎市，阿久根市，出水市，指宿市，西之表市，垂水市，日置市，曽於市，霧島市，いちき串木野市，
南さつま市，志布志市，奄美市，伊佐市，姶良市，さつま町，湧水町，大崎町，肝付町，中種子町，南種子町，大和村，瀬
戸内町，喜界町，天城町，伊仙町，和泊町，知名町，与論町

交付金等対象経費

203,000

28年度
補正予算

35,000 339,000

事業の実績

交付金等対象経費

伊佐市，湧水町

曽於市，志布志市，南さつま市

29年度
本予算

167,800

事業経費

事業計画

29年度
本予算

28年度
補正予算

384,66035,000 339,000

実施市町村

基金
（交付金相当分）

事業経費

197,059 18,21929,000

100,000100,000150,000

- 

2,695,060 4,062,194

703,262

18,307,574 33,386,557 - 33,743,000 70,741,067 

276,000

73,257,000 

徳之島町，伊仙町，和泊町，知名町

1,480,000

18,658,168

386,000

1,453,440 959,000いちき串木野市，奄美市，南大隅町 300,000

45,510,668

16,019,000

3,139,000

300,000

10,676,000 18,599,000

9,263,8733,639,9929,246,000

4,296,000

10,768,303

3,492,000

150,000

959,000

14,930,591

7,461,387

45,434,000

8,642,000

鹿児島市，鹿屋市，枕崎市，阿久根市，出水市，指宿市，西之表市，垂水市，日置市，霧島
市，いちき串木野市，志布志市，伊佐市，姶良市，さつま町，湧水町，東串良町，錦江町，南
大隅町，肝付町，中種子町，屋久島町，瀬戸内町，徳之島町，天城町，与論町

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

事業名（事業メニュー）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

鹿児島市，鹿屋市，枕崎市，出水市，指宿市，垂水市，日置市，曽於市，霧島市，いちき串木
野市，南さつま市，志布志市，奄美市，南九州市，姶良市，さつま町，長島町，湧水町，大崎
町，肝付町，瀬戸内町，天城町，伊仙町，与論町

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

192,000 495,522

合計

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

870,000 192,000 610,000



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

うち管内の市町村合計 -                                   

交付金相当分

講演会開催，啓発資料作成，地域消費者リーダーの育成，広告掲載，地域FMでの啓発放送等により，住民への情報提供，相談窓口の周知が図られた。

円

円

弁護士相談により相談員が法的知識を得るのみでなく，相談者への対応の仕方，相談員としての考え方などを習得できた。

弁護士との合同研修の実施により，相談員等の資質の向上が図られた。

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

事業強化・機能強化の成果の概要

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

研修会への参加支援により，相談員等の資質の向上が図られた。

円

相談員の処遇改善及び増員等により，相談体制の整備ができた。

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

円 2,385,000                       75,597,647            

51,694,131            

うち都道府県

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

ラジオ放送により消費者問題の広報が図られた。

2,385,000                       

円

法律相談会の実施により，相談者への専門的サポートの充実が図られた。

23,903,516            

⑭消費者安全法第47条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）

相談窓口の環境改善が図られるとともに，参考図書等の購入等により，多様な相談への対応が可能になった。
啓発用グッズによる窓口の周知が図られた。



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

円

13,338,000 円

円

円

円

円

77,982,647           

-                        

141,295,771     

-                    

円

円

132,957,305        

132,957,305         

-                        円

-                       

-33,582,515      

人

円

人

13,338,000      

円

円

円

円

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点）

91,357,555      

うち先駆的事業

円

232,653,326     

うち先駆的事業

-                       

円

うち管内市町村

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 人

うち管内市町村

人

％37.0

うち交付金等対象外経費

49,952,573         

-13,638,834      

円

-                     

円

80,605,446        

-                     

-13,338,000      

うち交付金等対象経費

円円

26,288,516           円

対前年度差

34,138,089        

円

％

83,004,732         

円-19,943,681      

円

円

-21,713,374      

円

円

円

円

35,304,827        

円

-13,338,000      

％

円

人

7,849,573          

51,694,131           

-                     

-                     

11,605,215        

34.5

-8,338,466        

うち管内市町村

円

円

円

円

円円

2,828,455         

円

円

円

円

円

-13,374,908      

263,926            

円

11,869,141        

39,927,350

109,823,604     

6,012,746

①都道府県の消費者行政決算見込み額

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 71,399,517

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象の賃料、人件費等

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

0

38.4

0

円96,196,417         

うち都道府県

26,598,016 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

32,476,372        

76,241,089           

うち交付金等対象外経費

前年度平成２０年度

42,103,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

0 円 円

円円

42,103,000         

54,093,417         

円

円

円 49,952,573

円

69,896,254円

122,829,722     134,698,863         円 円

対平成２０年度差

円

今年度

うち交付金等対象経費

210,939,952         

円

円円51,430,205

54,093,417

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県 円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

32,610,762      

円円

円

96,196,417         

67,915,589           

83,004,732

36,760,888        

29,426,471

38,489,118

円

円

円

円

114,743,535      

28,911,315        



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

②研修参加支援

③就労環境の向上

処遇改善の取組 具体的内容

人

2,384,541                             

円

円

人

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

人

人

相談員総数 13

前年度末 今年度末実績

相談員総数 13

相談員総数

消費生活相談員の配置 相談員総数13

1,221                                   

今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

円

前年度末

人 今年度末実績相談員総数

うち定数外の相談員 前年度末

①報酬の向上 消費生活相談員の報酬を引き上げた（H22.4～）

④その他

うち委託等の相談員 前年度末

人

今年度末実績 相談員総数 13

相談員総数

人

相談員総数

人

うち定数内の相談員

2,385,000                             

設置当初の基金残高（交付金相当分） 300,000,000                          

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

762                                      

今年度の基金積戻し額（交付金相当分） 円



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

・霧島市，志布志市（相談員増員）④その他

②研修参加支援

①報酬の向上

③就労環境の向上
・枕崎市，出水市（社会保険への加入）
・南さつま市（啓発業務を一部行政職員が担当することで相談業務に専念させた）
・垂水市（勤務時間の短縮）

今年度末実績 相談員総数

相談員総数 37

鹿屋市，枕崎市，阿久根市，出水市，指宿市，西之表市，垂水市，日置市，曽於市，霧島市，いちき串木野市，南さつま市，志布志市，奄美市，南九州市，伊佐市，姶良市，瀬戸内町，天城
町，伊仙町

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 42前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

【通勤手当支給】鹿児島市
【報酬引き上げ】鹿屋市，枕崎市，指宿市，霧島市，日置市，いちき串木野市，南さつま市，志布志市，奄美市，さつま町
【時間外手当の支給】阿久根市

前年度末 相談員総数

消費生活相談員の配置 人

うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 42前年度末

人 今年度末実績相談員総数

今年度末実績

人相談員総数

人

相談員総数37 人

人


